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１．はじめに

近年，中国はめざましい経済発展を続けているが，それ

に伴ないエネルギー消費量も急増しており，現在では北東

アジア地域のエネルギー総消費量の約６割を占める1）に至

っている．中国における主要エネルギー源は石炭であるた

め，このままの推移が続けば二酸化炭素（CO2）や硫黄酸

化物（SOx）の大量排出が見込まれ，温暖化や大気汚染な

どの越境性をもつ環境問題も深刻化すると考えられる．

北東アジア地域の持続可能な発展を考える場合，中国が

経済発展を維持しつつ，適切な環境投資が行われることが

重要である．その際，日本のような環境負荷削減の余地が

あまり残されていない国よりも，中国に投資される方が効

率的であるのは明白である．実際上においても，京都メカ

ニズムのような，他国における環境負荷削減を自国の目標

達成に利用できるしくみによって，日本から中国への環境

投資のインセンティブが高まりつつある．

このような状況においては，中国への環境投資に際し，

どの程度の費用でどの程度の排出削減が可能なのかといっ

た，環境負荷排出削減ポテンシャルの定量的評価が必要と

なる．本稿は，経済発展と共に急速な需要増加が見込まれ

る電力エネルギーに焦点を絞り，さらに対象地域として，

経済成長の著しい沿海部に位置する華東電力網，北京市を

擁する華北電力網，および主要電源に水力を有する四川電

力網（重慶含む）を選び，発電起源の環境負荷排出量と，

その削減費用との関係を明らかにすることを目的とした．

この分野における先行研究では，評価対象とする技術代

替やその規模を予め想定する2～8），あるいは当事者の合理

的行動をモデル化する9），10）ことによって，排出削減量や追

加的費用の評価を行うのが一般的である．これらの研究で

は，特定の評価対象技術あるいは一定規模の排出制約に対

する排出削減量やその費用が算定されるが，排出削減量の

大小に対する単位削減費用の違いや，将来起こり得る削減

費用の変化に関する分析などは殆どなされていない．

然るに，規模の異なる排出削減量を扱うには，時間帯で

異なる電力需要を賄いつつ燃料代替などによって削減を行

う運転計画のみならず，長期的に増加していく電力需要を

賄いつつ既設設備や新設予定設備の停止や起動時期の調節

によって比較的大規模な削減を行う設備計画を，それらの

相互関係も含めて同時に扱うことが要求される．その際，

各々の地域における需要特性や燃料価格，既設・新設設備

のスペックや建設・運転コストといった実態や特徴と，そ

の運用における意思決定を十分に考慮することが当然求め

られる．

そこで本研究では，対象とする三つの地域における発電

電力供給計画モデルを用いた中国における
環境負荷排出削減ポテンシャルの評価
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Abstract
We estimate CO2 and SOx mitigation potentials of the electric power supply sector in three developing regions

in China, namely, the East, the North and the Sichuan power grids, by varying the emission constraints of the
dynamical cost-minimum power planning model. The model considers the accessibility of the western natural gas
reserve to the East and the Sichuan region, while substitution from coal to oil is considered in the North. The
results show that (1) about 5 mega tons of CO2 can be mitigated by ¥3,000 per ton of CO2 in the East region, (2)
4－20 mega tons by ¥200－¥1,000 in the North, (3) 3 mega tons or less by ¥2,000 in Sichuan. Unit CO2 mitigation
costs increase after 2010 or later due to the introduction of natural gas, except in the North. As for SOx, unit
mitigation costs were estimated to be constant around ¥300 per kg of sulfur except in Sichuan, declining after
2010 due to sulfur intensive coal consumption.

*日本福祉大学経済学部助教授

E-mail：nishimura@n-fukushi.ac.jp

〒470-3295 愛知県知多郡美浜町奥田

**慶應義塾大学大学院商学研究科博士後期課程

〒108-8345 東京都港区三田2-15-45

西　村　一　彦* ・ 中　野　　　諭**
Kazuhiko Nishimura Satoshi Nakano

（原稿受付日2003年10月７日，受理日2004年８月４日）



エネルギー・資源

－52－

52

設備の運転および建設計画を，予め用意された電力需要の

予測値を供給側がみたすことを条件に，運転費や設備費か

らなる総費用を最小化するべく決定する電力供給計画モデ

ルを用いた．このモデルは，中国電気事業の電力需給計画

モデル11）を参考に，その供給計画モジュールに対して環境

負荷排出制約や長期の費用構造分析を行なうために大幅な

改造を施したものである．電力供給計画モデルでは，（1）既

設設備を考慮しながら新設予定の発電設備の運用開始時期

と（2）電力需要の年時変動を考慮しながら既設および新設

設備の運転計画を決定する．その際，三地域で利用可能な

新旧あわせて850基以上の発電設備に関するスペックやコ

スト，新設予定設備の運用開始可能時期，燃料価格などに

関するデータを文献12～16）に基づいて作成した．

電力需要の予測期間は2022年までとした．ただし，2010

年までの期間の予測には計量経済分析に基づく電力需要モ

デルの値を用い，それ以降は外挿値を用いた．表１に，本

研究で用いた各地域での電力需要の予測値を示す＊1．尚，

排出削減の実行可能性を十分確保する意味で，（1）華東お

よび四川地域に関しては2004年以降，天然ガス火力が西気

東輸計画の範囲（最大120億m3/年，約1.3元/m3）で利用可

能であり，（2）華北地域に関しては，石油火力がバックスト

ップ技術として導入可能であるものとした．石炭価格は，

華東において165～190元/ton，華北において125～145元

/ton，四川において95～131元/ton，石油価格は900～1100

元/tonとした＊2．発熱量等は文献17）を参照した．換算レー

トは１元＝15円を用いた．各地域における新規石炭火力発

電設備のコストデータの一部を，表２に示す．

環境負荷排出削減ポテンシャルは，ベースラインとして

電力供給の総費用最小化問題において環境負荷排出に関す

る制約がない場合を用い，環境負荷排出量に対する制約に

よって実現する削減量と，それによって生じる費用増から

計測した．また，環境負荷の単位削減費用においては，一

定量の削減に必要な平均単位費用での評価を行った．本稿

においては，次節でモデルの概要を示し，第３節でCO2，

第４節でSOxに関する各地域における排出削減ポテンシャ

ルの分析結果を述べる．第５節で結論をまとめ，今後の課

題を示す．

２．電力供給計画モデルの概要

本稿で扱う電力供給計画モデルは，需要，環境，資源の

制約を満たしながら，資本費などの固定費と燃料費などの

変動費からなる総費用を最小化するような，発電設備の運

転開始時期および個別設備の運転計画を決定することを目

的として，かかる問題を線形計画の形に定式化したもので

ある．以下に，モデルの定式化の概要を述べる．

2.1 変数と制約条件

表３～５に，本稿で用いる記号，変数およびパラメータ

をまとめておく．ここでは図１に示すように，電力需要の

負荷持続曲線＊3を，いくつか（実際にはピーク，中間高，

中間低，オフピークの四つ）の時間帯と，各時間帯での平

均需要量で近似した．ここで，各時間帯t∈T＝｛１，２，３，

４｝での電力需要量Ptは外生変数として与えられる．また，

ある年の最大需要を与える時間を，瞬間ピーク時間帯t＝

０と呼ぶ．さらに本稿では，設備の運転出力を扱う都合上，

近似負荷曲線を負荷側から見たそれぞれの領域を負荷領域

l∈Lと呼ぶ．

制約条件としては，まず，新設，既設を含めた発電設備

の容量が瞬間ピーク時のkW電力需要を賄う必要がある．

このとき，新設設備はその運用開始可能時期，既設設備は

その運用停止時期をそれぞれ考慮した上で，各期k∈Kに

おいて運用可能なものでなくてはならない．これは次のよ

うに表すことができる．

………………………（1）

ただし，xikはi∈Iのk∈Kでの稼動状況を表す次のような連

続変数である．

0 xik １，xik xik＋1 …………………………………（2）

当然，既設，新設の発電設備の運転によって，各期毎の近

似負荷曲線の時間帯別電力需要を賄う必要がある．これは，

揚水用の動力も考慮すれば，次のように表される．

＊1 実際には1992年から2001年までの実績値に基づいてモデルの説明力を
検証した．

＊2 化石燃料の予想価格は文献14）を参考にしているが，不確実性も大きい． ＊3 年間の時間毎の電力需要量を高い順に再配列して得られる曲線．

表１ 電力需要の実績と予測

表２ 新規石炭火力発電設備に関する各種コスト

（規模別平均）

Σ θiCixik＋ 
i∈Ik

Σ θjCj　（1＋δk）P0k

j∈Ik
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………………………（3）

各時間帯における新設，既設の各設備の運転出力は，その

時間帯における設備の利用可能率を加味した設備容量の範

囲内でなくてはならない．

…………………………………………（4）

……………………………………………（5）

揚水式発電設備は，負荷領域l＝Ⅰ，Ⅱで発電を行うが，

そのための（揚水用）出力はオフピーク時間帯t＝４で賄

われる．揚水発電効率を考慮すれば，揚水動力に関する制

約は次のように表される＊4．

……………（6）

μ4k P3k－P4k ……………………………………………（7）

ただし，（7）は，揚水動力を電力需要に加えた結果，オフピ

ーク時間帯の需要が，t＝３のそれよりも大きくならない

ことを表す．

発電電力量と燃料消費量のバランス，燃料資源制約，環

境負荷排出量に関する制約は，それぞれ次のように表され

る．

………………………………（8）

………………………………（9）

…………………………………（10）

……………………（11）

2.2 目的関数

このモデルでは，新設設備の建設費および容量に対する＊4 揚水発電の汲み上げはt＝４（深夜）において行なわれる．

表３ 集合と定義記号

表４ 決定変数

表５ パラメータ

図１ 負荷持続曲線と近似負荷曲線

（時間帯 tはアラビア数字，負荷領域 lはローマ数字で表記している．）

Σ 
i∈Ik
Σ 

l∈Lt
Σ 

l∈Lt

yikl＋ zjkl　Ptk＋μtkΣ 
j∈Jk

Σ 
l∈Lt

yikl　θitCixik

Σ 
i∈Ik
Σ 

l∈L
Σ 

i∈Ik

dlEimyikl＝ fikm

Σ 
j∈Jk
Σ 

l∈L
Σ 

j∈Jk

dlEjmzjkl＝ gjkm

Σ 
i∈Ik

fikm＋ Σ 
j∈Jk

gjkm　γkm

Σ 
m∈M
Σ 

i∈Ik

Sm fikm＋ Σ 
m∈M
Σ 

j∈Jk

Smgjkm　λk

Σ 
l∈Lt

zjkl　θjtCj

（　　　） Σ μ4kη（dIV－dIII）＝ 
l＝I

II

Σ 
i∈Ik

Σ 
j∈Jk

yikl＋ dlzjkl
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固定費，新旧設備の燃料費および運転費の総和からなる期

毎の総費用Hkを期待利子率rで割り引いた現在価値を目的

関数として最小化する．

……………………………………（12）

………………………（13）

xikを連続変数とすれば，電源供給計画モデルは，（１－11，

13）を制約条件，（12）を目的関数とする線形計画問題と

して定式化される．最適化にはGAMS/MINOS5.0および

SSLINK（インターフェース）を使用した．

2.3 各地域の地勢的特長と電力需要予測

各地域の電力需要予測は，産業レベルのGDP，電気料

金，気温などを外生変数として電力需要や最大電力量を説

明する計量経済モデルによる．本稿では，この予測値を

2022年まで延ばした値（表１）を電力供給計画モデルで用

いた．なお，近似負荷持続曲線は，これらの電力需要予測

を各月の代表的な４日の負荷持続曲線に基づいて各時間帯

の需要に展開することにより求めた．以下に，各地域の電

力需要予測の概略を述べる．

華東地域は中国東部の沿海地域であり，上海市，江蘇省，

浙江省，安徽省からなる中国における重要な工業地域の一

つである．この地域のGDP成長率は1980年代の年率8.9％

から1990年代にさらに加速し年率15％となったが，2000年

以降はやや緩やかになり年率９％前後になると予想され

る．これより，電力需要は1990年代での年平均約11％から

2000年代には8.6％の伸びを示すと予測される．負荷率は

1990年代に年率0.8％で低下しており，2000年以降は年率

約0.6％低下すると予想され，このため，最大電力の伸び

は2000年代で9.3％になると予想される．

華北地域は中国北部の北京市，天津市，河北省，山西省，

内蒙古自治区からなる．この地域のGDPは1980年代に年

率9.0％で拡大し1990年代には年率12％となったが，2000

年以降は若干減速し年率９％前後になると予想されてい

る．これより，電力需要は2000年以降年平均11.5％で増加

すると予測される．また，負荷率は1990年代のレベルで一

定（79.8％）と予測されている．

四川地域は中国の内陸盆地に位置する亜熱帯地域で降水

量が多く，この地域の四川電力網では自流式水力発電が多

い．この地域のGDPは1980年代に年率7.3％で拡大し1990

年代には年率9.4％となったが，2000年以降はやや減速し

年率7.5％前後になると予想されている．これより，電力

需要は2000年以降年平均9.9％で増加すると予測される．

また，負荷率は1990年代のレベルで一定（70.3％）と予測

されている．

３．CO2排出削減ポテンシャル

3.1 CO2排出のベースライン

ベースライン（λk＝∞）における各地域の電源構成（発

電容量比）の推移と，CO2排出予測結果を，それぞれ図２

および図３に示す．各地域の設備容量に関する電源構成は

概ね次のようになっている．華東地域においては石炭火力

が約８割，水力が約１割，残る約１割が石油火力と原子力

図２ ベースラインにおける電源構成（容量比）の推移

minΣ 
k∈K

－k（1＋r）Hk

Hk＝ Σ 
i∈Ik

Aikxik＋ Σ 
i∈Ik
Σ 

m∈M

Bkm fikm

Σ 
i∈Ik
Σ 

l∈L

Vikyikldl＋ Σ 
j∈Jk
Σ 

m∈M

Bkmgjkm＋ 

Σ 
i∈Ik

WikCixik＋ Σ 
j∈Jk
Σ 

l∈L

Vjkzjkldl＋ 

図３ ベースラインにおけるCO2排出量の推移
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である．華北地域においては石炭火力が約98％で，それ以

外は石油と水力で賄われている．四川地域においては水力

と石炭火力が主要な電源となっている．

3.2 CO2排出削減と費用

次に，計画期間’04～’22において一定のCO2排出制約を

かけた場合に，ベースラインの場合と比べて費用増となる

分をCO2削減費用とし，これと排出制約で実現するCO2削

減量との関係をプロットしたものを図４に示す．ここでの

排出削減量は華東および華北地域ではベースラインから各

期１％削減，四川地域では各期2.5％削減のケースを図示

している．CO2削減量は，各地域のベースラインを反映し

て，華北の規模は大きく，四川は規模が小さい．

図４の結果から各期ごとの単位削減費用を求めた結果を

図５に示す．華東では，’07と’10の間で，削減費用が急激

に上昇しているが，これはこの頃，石炭の炭種代替と石炭

設備間代替では十分なCO2排出削減が実現できなくなった

結果，天然ガス火力が導入されることを反映している．四

川でも同様に，それまで石炭火力で電力需要を賄っていた

ところを’16の前後で天然ガス火力が代替することを反映

している．一方，華北では石炭の炭種代替や設備代替に加

えて’13以降石油への燃料代替が起き，若干削減費用が上

昇する．

3.3 CO2排出削減の単位費用

本研究では，さまざまなCO2排出制約のもとにモデルの

費用最小化計算を行なった．図６～８は，各地域における

CO2排出量をベースラインから段階的に削減していった場

合のCO2排出削減量と単位削減費用との関係を示してい

る．モデル計算はベースラインの０～２％の間を４段階に

分けたそれぞれのレベルの削減量に対して行なった．

華東においては，何れの削減レベルにおいても’10以降

に石炭火力が一部天然ガス火力に代替される．図６によれ

ば，この頃，単位削減費用3,000円/tonCO2に対して約５

MtonのCO2排出削減が可能であることがわかる．その際，

CO2排出削減量が大きくなるにしたがい，単位削減費用は

逓増している．

華北においては，何れの削減レベルにおいても’13以降

に石炭火力が一部石油火力に代替される．図７によれば，

その頃を境に１Mtonの追加的CO2排出削減に対して単位

削減費用が約47円/tonCO2上昇することがわかる．また，

この地域では1,000円/tonCO2以下で20Mton以上のCO2排出

削減が可能であることがわかる．

四川においては，’13以降に水力開発で賄えなくなる需要

増加分を石炭火力で賄うことになり，CO2削減はその部分

を天然ガス火力が代替することによって実現される．図８

によれば，この頃，単位削減費用2,000円/tonCO2に対して

約３MtonのCO2排出削減が可能であることがわかる．そ

の際，CO2排出削減量が大きくなるにしたがい，単位削減

費用は逓減している．

図５ CO2単位削減費用の推移

図４ CO2削減量と削減費用（’04～’22）

図７ 華北におけるCO2削減量と単位削減費用の関係

図６ 華東におけるCO2削減量と単位削減費用の関係
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中国全土を対象にした電源計画モデルを用いた研究9）で

は，20ドル/tonCO2以上の炭素税でCO2排出削減効果が現

れはじめ，ベースラインから10％のCO2排出削減にかかる

単位費用は111ドル/tonCO2と算定している．削減量と削

減単位費用との関係は地域特性を考慮する必要があるが，

特殊な技術オプションは本研究と同様に想定されていない

ため，本研究で得られた単位費用はこれらと合致している．

４．SOx排出削減ポテンシャル

4.1 脱硫オプションの定式化

環境制約としてSOxを考える場合，燃料代替で実現でき

るSOx排出削減は非常に限られており，実際的には脱硫装

置の付設が必要になる．本研究では，日本の脱硫技術17）を

もとに，低コストで簡易にできる脱硫率70％で容量費が

300元/kWの半湿式のものを脱硫装置として想定した．ま

た，脱硫装置はすべての火力発電設備に付設する可能性が

あるものとした．ただしこの場合，上述のモデルを若干改

造する必要がある．

まず，sikをi∈Ik∪Jk，k∈Kにおける脱硫装置の付設状態

を表す変数（１：付設，０：付設せず）とすれば，少なく

とも脱硫装置付設設備の容量が発電設備の容量を上回ら

ず，しかもk期に付設されていればk＋１期には少なくとも

付設されていることから，次の条件が必要となる．

sik xik，sik sik＋1………………………………………（14）

また，i∈I∪J，k∈K，t∈Tにおける脱硫装置付設設備の出

力（MW）をviklとすると，脱硫装置付設設備の運転出力は

容量を上回らないことから，次の条件が必要となる．

……………………………（15）

脱硫率をφとすれば，除去される硫黄分（SOxも同様）の

量は，次のように求められる．

…………………………………（16）

したがって，（16）で表される分の環境負荷排出削減量を

（11）の左辺から引く必要がある．また，目的関数にも，

脱硫装置付設費用を加える．

4.2 SOx排出削減と費用

図９は，ベースラインから70％のSOx排出削減制約をか

けた場合の脱硫量とSOx排出削減費用の関係を表したもの

である．ベースラインにおけるk＝４期（’01）の硫黄分排

出量は，華東，華北，四川においてそれぞれ0.69Mton，

0.80Mton，0.05Mtonであった．したがって，脱硫設備費

用（SOx排出削減費用）も，華東や華北のレベルに比べて四

川は非常に低い．ただし，石炭火力が大幅に導入される’13

以降はベースラインのSOx排出量も増えるため，脱硫量も

増加する．

4.3 SOx排出削減の単位費用

脱硫量は発電電力量（Wh）に比例的な関係がある一方

脱硫費用は発電設備容量（W）に比例的な関係があるため，

それぞれの地域における単位削減費用は，設備利用率を反

映したものになる．図10に，各期ごとのSOx単位削減費用

を求めた結果を示す．華東および華北においては，単位削

減費用として300～350円/kg（S）という結果を得た＊5．一方，

四川においては’13以降100円/kg（S）以下に低下する．こ

れは，石炭火力が大幅に導入される結果，重慶，芙蓉，鯖

泱など硫黄分の高い石炭の導入を余儀なくされ，その分の

脱硫効率が上がるためである．

SOx排出削減の単位費用の評価においては，想定する脱

硫技術オプションや燃料の違いが鋭く影響する．文献9）で

は，ベースラインから40％のSOx排出削減にかかる単位費

用を360～960ドル/ton（S）と算出している．文献10）では中

国北西部を対象とした先進的発電技術の環境負荷排出削減

ポテンシャルを評価しているが，SOx排出削減にかかる限

界費用は５ドル/kg（S）前後となっている．

＊5 文献6）などでは脱硫費用として0.7ドル/kg（S）が用いられているが，本
研究のように発電設備の運用面を考慮した場合，地域全体での単位削
減費用は当然大きくなる．

図８ 四川におけるCO2削減量と単位削減費用の関係

図９ SOx削減量と削減費用（’04～’22）

Σ 
l∈Lt

vikl　θitCisik，i∈Ik∪Jk

Σ 
i∈Ik∪Jk
Σ 

l∈L
Σ 

m∈M

dlEiviklφSm



Vol. 26  No. 1（2005）

－57－

57

５．おわりに

本稿では，華東，華北，四川の各地域における2022年ま

での電力需要予測に対し，供給側で予定されている設備の

導入時期や各設備の運転計画を，費用最小化問題の解とし

て決定する電力供給計画モデルを用いて，環境負荷排出量

をベースラインから一定量削減する環境制約を課したとき

に実現する削減量と，モデルから計算される費用増分から，

環境負荷排出削減ポテンシャルの評価を行なった．これよ

り，各地域における電力供給計画の特徴を考慮しつつ，環

境負荷排出削減量がいつ頃どれくらいの費用で実現可能で

あるかということを明らかにした．

本研究では環境負荷排出削減をベースラインから各期一

律の割合で課したが，これはベースラインでの排出量が多

い期の削減量が多く，排出量が少ない期の削減量が少ない

という性質をもつ．このような排出削減シナリオは必ずし

も常に望ましいとは限らず，これ以外の様々な可能性を研

究する余地がある．また，本研究では華東，四川について

は天然ガス，華北に関しては石油代替を含めた分析を行な

ったが，より先進的で環境配慮型設備の導入可能性を検討

することによって，さらに大きな削減量を扱うことが可能

となる．少なくとも以上は今後の研究課題である．
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図10 SOx単位削減費用の推移
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